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福山市介護従事者宿泊費助成金交付要綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は，新型コロナウイルス感染症に感染した利用者及びその疑いのある利用者

等（以下「利用者等」という。）の対応を行うことで，帰宅することが困難な介護従事者に

対し，宿泊に要した費用の一部を予算の範囲内で助成することにより，その負担の軽減を図

り，以って介護事業の継続を図るものである。 

 

（助成対象者）  

第２条 助成金の請求ができる対象者（以下「申請者」という。）は，次に掲げる要件を全て

満たす者とする。 

（１）市内に所在する介護事業所・施設等に勤務する者 

（２）利用者等への直接的な対応が原因となって帰宅することが困難となった介護従事者  

（３）単身世帯でない者 

 

（助成額）  

第３条 助成額は，１泊当たり宿泊費６，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）を限度

とし，６，０００円に満たない場合は，その額を対象とする。  

２ 助成額の対象は，宿泊施設に支払った宿泊に係る直接的な費用とし，食事代，有料テレビ

使用料等，個人の趣向により支払った費用は対象外とする。 

３ 助成額の対象となる宿泊の期間は，支給対象者１人当たり，原則として年間１４泊を上限

とする。 

 

（宿泊施設） 

第４条 この要綱に定める宿泊施設は，市内の宿泊施設とする。  

 

（申請等）  

第５条 申請者は，毎年度末までに，次に掲げる書類を，市長に提出するものとする。 

（１）福山市介護従事者宿泊費助成金交付申請書兼請求書（様式第１号） 

（２）介護事業所・施設証明書（様式第２号） 

（３）宿泊施設の領収書（原本） 

（４）金融機関への振込先の分かるもの（写し） 

（５）その他，市長が定めるもの  

 

（助成の決定等） 
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第６条 市長は，前条の規定による申請があった場合は，当該申請に係る書類等により，その

内容を審査し，助成金を交付すべきものと認めたときは，助成金の交付の決定及び額を確定

し，３０日以内に交付するものとする。  

２ 市長は，助成金の交付の決定及び額の確定をしたときは，福山市介護従事者宿泊費助成金

交付決定通知書（様式第３号）により，また，助成金の不交付の決定をしたときは，福山市

介護従事者宿泊費助成金不交付決定通知書（様式第４号）により，それぞれ申請者に通知す

るものとする。 

 

（決定の取消）  

第７条 市長は，助成金の交付の決定を受けた者が，次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは，当該助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

（１）助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。  

（２）偽りその他不正な方法により助成金の交付を受けたとき。  

（３）その他市長が助成金を取り消す必要があると認めるとき。  

 

（助成金の返還）  

第８条 市長は，前条の規定により助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合にお

いて，その交付を受けた額に相当する金額の全部又は一部の返還を命ずるものとする。  

 

（台帳の整備） 

第９条 市長は，助成金の交付状況等を管理するため，福山市介護従事者宿泊費助成金交付台

帳を備え付け，必要事項を記載し整理するものとする。 

 

（雑則）  

第１０条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。  

 

附 則  

この要綱は，２０２０年（令和２年）８月１４日から施行する。 

附 則 

この要領は，２０２２年（令和４年）６月１４日から施行し，２０２２年（令和４年）４月

１日から適用する。 
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別紙１（第２条関係） 

介護事業所・施設等 ○通所系サービス事業所 

通所介護事業所，地域密着型通所介護事業所，療養通所介護事業

所，認知症対応型通所介護事業所，通所リハビリテーション事業所，

小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事

業所（通いサービスに限る。） 

○短期入所系サービス事業所 

短期入所生活介護事業所，短期入所療養介護事業所，小規模多機

能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所（宿泊

サービスに限る。）並びに認知症対応型共同生活介護事業所（短期

利用認知症対応型共同生活介護に限る。） 

○訪問系サービス事業所 

訪問介護事業所，訪問入浴介護事業所，訪問看護事業所，訪問リ

ハビリテーション事業所，定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所，夜間対応型訪問介護事業所，小規模多機能型居宅介護事業所及

び看護小規模多機能型居宅介護事業所（訪問サービスに限る。）並

びに居宅介護支援事業所，介護予防支援事業所，福祉用具貸与事業

所及び居宅療養管理指導事業所 

○介護施設等 

介護老人福祉施設，地域密着型介護老人福祉施設，介護老人保健

施設，介護医療院，介護療養型医療施設，認知症対応型共同生活介

護事業所（短期利用認知症対応型共同生活介護を除く。），養護老人

ホーム，軽費老人ホーム，有料老人ホーム及びサービス付き高齢者

向け住宅 

 


